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研究成果の概要（和文）：本研究は、製造業の分析で用いられているアーキテクチャという概念

をサービス業に適用することを試みたものである。特に、日系サービス業の海外進出によって、

アーキテクチャがどのように変化するのかに注目した。 
 
研究成果の概要（英文）：This research tried to adopt “architectures” which is used to the 
analysis of manufacturing, as a key concept for analyzing service industries. Especially, we 
focus on the change of architecture going with the expansion to oversea markets 
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１．研究開始当初の背景 
(1)実務上の背景 
 日本のサービス業の海外進出は、製造業と
較べて、それほど進んでいなかった。特に、
小売業では、日本人の駐在者や観光客を前提
とした海外進出モデルが崩れると、撤退する
企業も多かった。ところが 2000 年代以降、
現地市場を対象とするサービス業の海外進
出が急速に進んだ。一方で、欧米企業の海外
進出と比べると依然として、そのスピードは
遅かった。こうした現象を分析することは経
営学の課題の一つであった。 
  
(2)理論上の背景 
 上記のような実際の現象を分析する際に、

これまでのサービス活動の分析で使われて
いた分析ツールは必ずしも十分とは思われ
なかった。特に、サービスの提供プロセスの
特殊性は、その海外進出の可否、スピードに
大きな影響を及ぼすと考えられる。そこで、
そうしたプロセスを分析するツールを開発
することが必要であった。 
 
２．研究の目的 
 上記の背景から、以下の点を研究の目的と
した。 
 
(1) 分析ツールの開発 
 サービス業の活動プロセスを分析するた
めのツールの開発。これは、製造業の分析で
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培われたアーキテクチャやプロセス分析の
考え方を取り入れることを想定した。ただし、
製造業のための分析ツールがそのまま使え
るとは限らないので、サービス業を分析する
ために適当な修正を加える必要がある。そう
した分析ツールの改善・開発を行う。 
 
(2) 日系サービス業の海外進出の現状把握 
 日系サービス業で海外進出を行なってい
る企業は、大企業、中小企業も含めて数多い。
それらが大略として、どの程度、また、どの
ように海外進出しているのかを把握する。 
 
(3) 特定企業の詳細な調査 
 特徴的な海外進出企業を選び、その進出経
緯および、進出によって作られたサービス提
供プロセスを詳細に分析する。(1)で用意され
た分析ツールを実際に使ってみるとともに、
さらにツールの修正を加える。 
 
３．研究の方法 
 上記の研究目的に照らして、以下の様な研
究方法を採用した。 
 
(1) 文献サーベイ 
 これまでの研究成果をまとめるとともに、
サービス業の提供プロセスを分析できるよ
うなツールを開発するための理論的考察を
行う。特に対象としたのは、サービス産業の
分析方法についてと、製造業の分析方法につ
いての理論的研究であり、それらを付きあわ
せることによって、本研究で用いる分析ツー
ルの開発を行った。 
 
(2) 現地滞在型の調査・データ収集 
 現場観察：本研究の目的に照らして、サー
ビス提供現場の様々な行為がどのように行
われているのかを明らかにする必要がある。
そのために、実際に現場に赴いて、その行為
を観察する。１つの調査サイトに数時間つか
い、顧客の行動、サービス提供者の行動、人
工物の布置を把握することに努めた。具体的
には、写真やビデオ撮影によるデータ収集、
顧客への簡単な聴き取り、および、観察者の
メモが主な情報収集結果となった。 
 インタビュー：当事者に、現地の企業概要
を確認するとともに、彼らが現地環境をどの
ように認識しているのか、その認識に基づい
て、どのようにサービス提供プロセスを構築
しているのか、そうしたプロセスの構築にお
いて、本国企業のプロセスはどのように関与
しているのかを主たる質問項目に、インタビ
ュー調査を行った。 
 資料収集：現地でのみ入手可能な資料、た
とえば、店舗のパンフレット、広告物などは、
その企業が市場や顧客に対して、どのような
アプローチをしようとしているのかを示す

客観的な資料となるので、出来る限り包括的
に、そうした資料を収集した。 
 
(3) 調査対象企業の選定 
 調査対象企業は、ある程度、海外進出の実
績があり、今後も継続的に拡大する可能性の
高い企業を選んだ。結果として、大企業が多
くなった。また、業種もある程度の幅をもた
せる必要がある。ただし、上記の条件から、
小売業および教育業が主たる対象業種とな
った。 
 
４．研究成果 
 
(1) 分析ツールとしてのアーキテクチャの開

発 
 これまでのサービス産業におけるサービ
ス提供プロセスの分析は、サービス・エンカ
ウンターの分析が主たるもので、必ずしも一
連のプロセスを網羅的に分析できるもので
はなかった。特に、サービスに関わる人工物
の存在を取り扱うことが十分ではなかった
ように思われる。 
 一方で、製造プロセスの分析では、生産プ
ロセスを、対象物に情報を転写する過程と捉
える考え方がある。こうした考え方は人工物
を取り扱うのには適当ではあるが、対象が人
間となると、その人間の特性を分析に取り込
むのが難しくなる。 
 しかし、歴史的にみれば、Perrowのように、
企業が保有する技術体系という視点で見れ
ば、その対象が人間であろうが人工物であろ
うが、なんらかの共通点を持つという考え方
も成り立つ。 
 そこで、本研究では、サービスを「人に対
して情報を転写する」と定義し、一方で、転
写される媒体としての人間の特性を考慮す
るという方向で理論化を進めた。 
 したがって、理論化の問題は２つに分ける
ことができる。１つは転写のプロセス全体を
記述し、その転写の効率や効果に関わる変数
を見つけ出すことであり、もうひとつは、人
間に対する転写が人工物への転写とどのよ
うに違うのかを定式化することである。 
 前者については、製造業における分析を基
本的に活用し、転写のスピード、適時性、品
質に関わる要素を見つけ出すことになる。後
者については、人間を自己意識を持つ存在と
規定する。例えば、ある欲求を持つだけでな
く、その欲求を持っていると自己が認識して
いる、あるいは自分が欲求を持っていると他
者が認識していると認識している、といった
構図がある存在ということである。 
 一方で、人と物との共通性も高いことがわ
かった。デネットや ANTの議論を踏まえれば、
転写を行うということは、人や物が学習をす
るということを意味しうる。 



 

 

 さて、こうした規定の上で、本研究では、
サービスのプロセスを分類するための枠組
みを構築した。製造業でしばしば用いられて
いるアーキテクチャという分析ツールを援
用する。アーキテクチャ論では、製品の機能、
構造、生産プロセスの対応関係をモジュラー
とインテグラルに分類する。それらが 1 対 1
の関係であればモジュラー、複雑な関係にあ
ればインテグラルということになる。 
 サービスプロセスは、生産プロセスに対応
する。機能はサービスの内容（転写される情
報）、構造は転写される対象としての人間に
対応する。ここで、サービスアーキテクチャ
の性質は、特に、人間をどのような存在だと
仮定してサービスのシステムを組んでいる
のかに依存すると考える。例えば、人間をあ
る種のインプットに対してアウトプットを
行うシステムだと考えるのであれば、それは
１つのシステム全体であるから、その限りで
あれば、そのアウトプットが人によって異な
っていたとしても、関係は単純なものになる。
しかし、人間の認知構造の内部を問題にする
のであれば、それとインプット（つまり転写
内容）との関係が問題になり、それは複雑な
ものになるだろう。しかし、少なくとも経営
学の道具立ての範囲では、そうした認知の内
部構造まで踏み込むことはできない。 
 そこで、そもそも、当該サービスシステム
が、人間をインプット―アウトプットシステ
ムとして捉えるのか、自己意識をもった主体
として捉えるのかで、モジュラーかインテグ
ラルかの区分を行うことを試みた。 
 一方で、これも重要なことであるが、サー
ビス提供側にも人間がいるということであ
る。そこで、サービスは、情報の発信側、受
信側の双方が、自己意識を持つ人間か、そう
でないのかで、分類することができる。 
 以上から、本研究におけるサービスアーキ
テクチャ分析では、サービスプロセスにかか
わる主体（人間、自然、人工物を問わず）間
の相互作用のスピード、タイミング、内容を
明らかにすることと、そのサービスプロセス
において人間がどのようにモデル化されて
いるのかを明らかにすることになる。 
 
(2)日系サービス業の海外進出への適用 
 本研究では、5 年間に渡り、中国（香港含
む）、タイ、マレーシア、シンガポール、ベ
トナムにおける日系サービス業の海外現地
法人、店舗を、同地の地元企業、外資系企業
のそれと比較していった。 
 また、これらの企業に対して、進出の経緯、
進出当時からのシステムの変化、意図的な変
化の場合は、その理由、業績への評価などを
現地の幹部社員に尋ねるインタビューを行
った。 
 その中で、いくつかのことがわかった。以

下にそれを列挙する。 
① 上記のアーキテクチャのインテグラル、

モジュラーの分類でいえば、その違いは、
業種、母国、企業レベルで存在していた
こと。 

② インテグラルなサービス行為は、モジュ
ラーなシステムの中でも発生しうるが、
一部の企業は、それ自体をシステム化し
ていたこと。 

③ ある種の企業は、インテグラルなサービ
スを称揚する文化が存在していたこと。
しかも、それは本国では忘れられていた、
あるいは存在していなかった要素かもし
れないこと。 

④ インテグラルなアーキテクチャの海外移
転には、人的な要素が不可欠であるが、
現地従業員に長期的には移転可能なこと。 

⑤ 転写プロセスの効率化を図ると、モジュ
ラーなアーキテクチャに変化しやすいこ
と 

⑥ 一方で、転写プロセスを効率化すること
で、インテグラルなアーキテクチャを維
持し、移転可能にしている企業も存在す
ること。 

 
(3)本研究の含意 
 本研究は、サービスアーキテクチャという
概念を用いて、日系サービス業の海外進出を
分析した。その結果、上記のような発見があ
ったが、この発見は、例えば、なぜ日本のサ
ービス業の中に、欧米企業と較べて海外進出
スピードが遅いのかを説明することができ
る。一方で、戦略的には、海外でどのような
アーキテクチャを選択すべきか、という問題
を企業は解決しなければならないという示
唆を与える。今回対象とした企業は、概ね母
国のアーキテクチャを踏襲する形で、海外進
出を図っているが、必ずしもそれが最善とは
限らない。 
 
(4) 今後の研究方向 
 本研究は海外進出を対象としたが、アーキ
テクチャという概念を改めてサービス業全
般に適用してみることは有用だと考えてい
る。一方、実務上では、ラオス、ミャンマー、
カンボジアンド、あるいはアフリカなど市場
開放が今後進むであろう国々への進出が取
り沙汰されている。これらの進出が、どのよ
うな形態になるのかを分析することも、国際
化研究の流れの中で必要なことだとおもわ
れる。 
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